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1． 環境負荷の全体像の把握

YOKOGAWAグループではプロセス用計測機器・制御装置、

電気計器、測定器、分析機器、電源ユニットなどを設計・製造・

販売しています。こうした事業を展開するために、部品材料や

補助材料、エネルギー、用水を投入し、製品、排ガス、排水、廃棄

物を生み出しています。こうした事業活動全体を通じたインプット、

アウトプットの＊1エコバランスを把握・管理し、持続可能な社会の

構築に向け、資源の有効利用、エネルギー効率の向上、地球温暖

化防止、循環資源化率の向上に役立てたいと考えています。

2002年度のデータ対象範囲（19サイト）のエコバランスは下図

の通りです。なお、部品材料、その他（梱包材やネジなど）、製品

については今後の課題として検討していきます。

環境負荷の全体像
 YOKOGAWAグループでは、事業活動を展開するために、部品材料、補助材料、エネルギー、用水を投入し、

排ガス、排水、廃棄物を排出しています。これらのエコバランスを定量的に把握し、持続可能な社会の構築に向けた

環境負荷低減活動を実施しています。2002年度の19サイトの環境影響を統合した環境負荷指標は38,708EPと

なりました。

2002年度19サイトのエコバランス

2． 環境保全活動評価の考え方

YOKOGAWAグループでは事業活動全体の環境負荷を

総合的に把握・分析し、その環境への影響度を算出した環境

負荷指標（これを私達はエコポイント<EP>と称しています）の

把握を環境保全活動評価のベースにおいています（エコポイント

についてはP6を参照ください）。2002年度のエネルギー消費

および投入・排出物量（部品材料、その他、製品は除く）による

環境負荷指標は38,708EPとなり、前年度より1,979EP増となり

ました。なお、評価の対象とした事業所および工場は前年度は

18サイト、今年度は19サイトです。

＊1 エコバランス： エネルギーおよび投入・排出物量（部材、製品を除く）の年間収支
（使用量、排出量）の状況
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環境マネジメント活動
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1． 環境マネジメントシステムの構築

持続可能な社会の構築に向け環境経営を実践していくため

には、適切な環境マネジメントシステムの構築が不可欠です。

YOKOGAWAグループでは「環境マネジメント基本規程」（詳細

はP5を参照ください）にあるように「環境マネジメントシステムの

確立」を基本方針実行の前提と位置づけています。そして、2005

年度までに、グループ各社がそれぞれにふさわしい環境マネジ

メントシステムを確立することを目指しています。YOKOGAWA

グループ全社で環境に対する取り組みを進めていますが、2003年

3月末現在の＊2ISO14001認証取得サイトは国内13サイト、海外6

サイトで取得サイトの従業員数はYOKOGAWAグループ全従業

員数の61％です。

＊2 取得サイトの詳細は下記をご覧ください。

http://www.yokogawa.co.jp/Environment/

2． 推進組識体制

グループ全体の環境保全活動にかかわる事項については

社長を代行する環境担当役員が全責任を持ち、YOKOGAWA

グループ地球環境委員会で決定します。各サイトでは、地球環境

委員会を組織し、グループの方針に準拠しつつサイト特有の要素

を組み入れ自律した環境保全活動を行っています。

2003年度からはYOKOGAWAグループの環境保全活動体制

を見直し、事業本部ライン業務とリンクするように変更し、さらなる

グループ・グローバル展開を進めて行きます。

環境マネジメント推進体制
 YOKOGAWAグループ全社で環境に対する取り組みを実施していますが、2003年3月末現在、ISO14001の

認証取得サイトは国内13サイト、海外6サイトです。取得サイトの従業員数はYOKOGAWAグループ全従業員数の

61％です。本社工場、甲府事業所、＊1YMF小峰工場、YMF青梅工場の4サイトは統合してサーベイランス審査を

受け「向上」の評価で登録継続となりました。また、工場再編の大きかった甲府事業所、YMF小峰工場の2サイトは

現地審査を含む環境業務監査（第二者監査）を実施しました。
＊1 YMF：横河エレクトロニクス・マニファクチャリング（株）、以下YMFと略す

環境保全活動推進組識体制

3． 環境監査

YOKOGAWAグループでは環境マネジメントシステムが確実に

実施、維持され継続的に改善向上していることを検証するための

環境監査を重視しています。認証機関による定期審査（第三者

監査）をはじめ、内部監査（第一者監査）、環境業務監査（第二者

監査）などの環境監査を実施しています。

（1）定期審査

昨年統合認証を取得した3サイト（本社工場、甲府事業所、

ＹＭＦ小峰工場）にＹＭＦ青梅工場を加えた4サイトで認証

機関の＊4サーベイランス審査を受けました。その結果、「環境

影響評価システムの改善」などにより「向上」の判定で登録を

継続できました。

＊4 サーベイランス審査： 認証取得から1年目、2年目に行う審査で、3年ごとに更新審査を行う。

（2）内部監査

年1回、システム監査、遵法監査、パフォーマンス監査を行って

います。2002年度の監査では、「目標プログラムで事務局の進捗

管理が確認できない」（本社の例）など軽微な不適合がありまし

たが、速やかに是正措置をとり、改善しました。

（3）環境業務監査

環境担当部署によって合計287の項目について監査を行い

ます。2002年度には（1）の4サイトで実施し、特に工場内の再編

が大きかった甲府事業所、YMF小峰工場のサイトについては

書類審査に加え、現地審査を実施しました。

環境監査審査項目

＊3
�

＊3 WG：ワーキンググループ
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YOKOGAWAグループでは「環境マネジメント基本規程」

（P5を参照下さい）をグループ全体のルールとして各社の事業

内容、地域性を考慮して環境保全活動、企業市民としての社会

活動に取組んでいます。特に統合4サイト（本社工場、甲府事

業所、YMF小峰工場、YMF青梅工場）は全体を牽引するよう

に積極的な取組みを展開しています。2002年度は各事業部が、

問題点、課題を自ら見出し、その解決に向けた活動を事業部

本来のミッションと結合して取り組むことを目指し、徐 に々その気

運が出てきました。2003年度以降にはこうした傾向が定着し、

小さな組織でも具体的な成果を生みだし、グループトータルで

は大きな成果として目に見えてくるようにしていきたいと考えて

います。

「法規制等の遵守」では、排水・排ガス設備の自主管理基準の

作成を目標としましたが、有害廃液排出設備の設置基準につい

目標と実績の総括
  2002年度は環境保全の取組みを自律的で業務に密着する方向に転換することを目指し、その成果が徐々に

見えてきました。こうした流れを一層促進するように今後はその仕組み作りに着手します。目標に対しては資源循環型

経営の柱である省エネルギー、廃棄物削減、鉛フリーはんだ技術の確立、省エネ設計ガイドラインの作成などは達成

できましたが、「有害廃液排出設備基準の作成」、「＊1グリーン購入率80％」については未達成でした。
＊1 グリーン購入率： 対象は文具・紙製品です

てはドラフトの段階に留まり、完成は2003年度に持ち越しました。

YMF毛呂山工場跡地における土壌・地下水汚染につきまし

ては、近隣住民や行政の皆様にご迷惑をおかけしましたことを

お詫び申し上げます。すでに汚染土壌の浄化を完了し、現在、

地下水の浄化作業を継続しています。

「資源循環型経営の推進」については、エネルギーCO2排出

量10.9％削減（1990年度比）の目標に対し17.0％削減となり、

また、廃棄物排出量44.1％削減（1995年度比）の目標に対し

57.9％削減となり、いずれも目標を達成しました。省エネについて

は「現場での無駄をなくす」などラインまで踏み込んだ取組みの

成果と考えます。廃棄物排出量が削減目標を上回った要因は、

本社工場において焼却廃棄物をゼロにしたことがあげられます。

「環境汚染物質の削減」についても大きな前進が見られ

ました。HCFC（代替フロン）はYMF小峰工場での全廃目標は

YOKOGAWAグループ環境方針�

取 り 組 み 内 容 � 項　目�

環境マネジメントシステムの�
確立、維持、向上�

地球環境保全活動の推進と継続的な改善を図るため、環境マネジメントシステムを確立する。�
そのため企業活動が環境に与える影響を的確に捉え、技術的、経済的に可能な範囲で、環境目的・
目標を定めて取組むとともに、環境監査を実施し、システムの維持向上を図る。�

・環境業務監査�

・グループ管理規準の制定�

・HCFCの全廃��
・ジクロロメタンの全廃��
・有害化学物質の代替技術検討��
・鉛フリーはんだ付け技術の確立�

・設計ルールの充実��
・製品の新規開発��
・環境調和型梱包製品の拡大��
�
・グリーン購入・調達の充実�

・環境基本教育の実施��
・環境特有教育の実施�

・省エネルギー��
・省資源��
・ゼロエミッション�

・環境ソリューションの確立と普及�

・環境報告書の充実�

・社会貢献活動の推進�

環境方針の理解と意識高揚を図り、業務遂行・地域活動のあらゆる面で環境に配慮して�
自律的に行動するため、地球環境保全の教育を行う。�

企業活動の全てにおいて省資源、省エネルギーに取組み、さらに廃棄物削減と�
リユース・リサイクルの推進に努め、 ゼロエミッションを目指す。�

環境関連の法律、規制、協定及び業界の指針等を遵守し、地球環境保全に取組む。�

有害物質、地球温暖化物質、オゾン層破壊物質など、環境に負荷を与える物質は、可能な限り�
代替技術への転換を図って削減し、環境汚染リスクを回避する。�

資材調達から製造、流通、使用、廃棄までの環境影響を考慮した製品を開発、生産し、�
環境負荷の少ない製品を創出し社会に提供する。�

地球環境保全活動への参加と社員の自主的な活動を支援し、良き企業市民として社会との�
共生に努める。�

計測、制御、情報の技術を通して地球環境保全に貢献する、より付加価値の高い製品、�
サービスを社会に提供する。�

環境方針および地球環境保全活動の情報を開示し、広く社会とのコミュニケーションを図る。�

環境教育の実践�

法規制等の遵守�

資源循環型経営の推進�

環境汚染物質の削減�

環境調和型製品の創出�

環境ソリューションの提供�

社会への環境貢献�

環境情報開示�
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達成しました。ジクロロメタンは本社工場、甲府事業所、YMF

小峰工場では全廃を目標に取り組み、代替物質の利用により

目標を達成しました。鉛フリーはんだ化基礎技術は、2003年3月

に確立することができました。今後は鉛フリーはんだ化の製品

をお客様に提供していきます。また、欧州の廃電気電子機器指令

（WEEE）や電気電子機器に含まれる特定有害物質の使用

制限指令（RoHS）が法制化されたことから、これらに対応すべく

積極的に有害物質を製品から排除していきます。

「環境調和型製品の創出」に関しては、目標に沿って「省エネ

ルギー設計ガイドライン」を制定しました。1997年以降、環境調和

型製品を提供するためにガイドライン、基準を制定していますが、

本ガイドラインによって環境調和型製品設計ルールが一層充実

しました。環境ラベル（＊2タイプⅡ）適合製品は2機種を追加し、

合計10機種となりました。

「環境ソリューションの提供」の代表例は、送水ポンプ省エネ制御

システム「エコノパイロット」です。本システムは、ビル、工場の空調

設備などに用いられる送水ポンプ設備に取り付けるだけでその

運転を最適制御するもので、消費電力削減60～90％を実現しま

した。このことにより、「省エネ大賞、資源エネルギー庁長官賞」を

受賞しました。「グリーン購入率80％（統合サイト対象）」について

は71％と目標を達成することができませんでした。今後もさらに

エコ製品の発掘に努め、グリーン購入率の向上を目指します。

＊2 タイプⅡ： 企業の自己宣言によって自社製品が環境配慮に優れていることを
示すもの。

取り組み目標� 2002年度実績� 自己評価�

2002年度�
2003年度の目標� 関 連�

ページ�

・統合４サイト環境業務監査実施�

・環境基本教育実施率100%��

・環境特有教育実施率100%

・100%実施� ○�

○�

�

○�

△�

○�

○�

�

�

△�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

�

○�

・統合４サイト環境業務監査実施� 9

30

16、17�

�

18、19

22

21�

�

21

24�

27�

�

�

23

28、29

31

32

・環境基本教育実施率100%��

・環境特有教育実施率100%

・有害廃液排出設備の設置基準の作成�

・エネルギーCO2排出量22%削減��

 （1990年度比）�

・廃棄物77.8%削減（1995年度比）�

・六価クロム代替技術とシアン、トルエン、キシレンの�

 削減技術の検討��

・鉛フリーはんだ対応の装置導入および製品展開�

・WEEE、RoHS指令の情報収集と対応方針を調査・検討��

・製品アセスメント基準・LCA基準を適応し、開発製品の�

 CO2排出量を25%削減��

・環境調和型梱包製品の拡大��

・グリーン購入率80%以上�

・環境ソリューションの確立と普及�

・社会活動、地域活動の参加�

・データ範囲拡大�

・100%実施��

・100%実施�

・排ガス完了、排水は来期実施�

・エネルギーCO2排出量17%削減達成��

��

・廃棄物57.9%削減（1995年度比）�

・YMF小峰工場で全廃��

・3工場で全廃��

��

・適用技術の確立�

・「省エネルギー設計ガイドライン」を制定��

・17設計部署完了��

��

�

・グリーン購入率71%

・エコノパイロット��

・連続VOCモニタ��

・ボイラ運転効率・改善支援�

・天竜川水系環境ピクニック参加��

・水耕栽培野菜の寄付�

・19サイトに拡大��

・重慶、蘇州の現地法人で環境報告書を発行�

・エネルギーCO2排出量10.9%削減 *3��

 （1990年度比）��

・廃棄物44.1%削減（1995年度比）*3�

・HCFC ： YMF小峰工場で全廃��

・ジクロロメタン ： 本社工場、�甲府事業所、�

 YMF小峰工場で全廃��

・鉛フリーはんだ付け技術の確立�

・省エネ設計ガイドライン作成��

・環境製品設計アセスメント基準とLCAを�

 適用する開発製品を明確にし、改善実施する��

�

・グリーン購入率80%(統合サイト対象)

・環境ソリューションの確立と普及�

・社会活動、地域活動の参加�

・データ範囲拡大�

・YOKOGAWAグループの排水・排ガス�

 管理基準作成�

＊3 18サイトから19サイトに拡大したため、目標値を見直しました。
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1． リスクマネジメント体制

YOKOGAWAグループ全体の経営に重大な影響を及ぼす

危険を未然に回避するためには平時におけるリスクマネジメント

が重要と考えます。2001年10月に危機が発生した場合に迅速

かつ適切な意思決定を行なうことにより､被害を最小限に抑える

ことを目的に社長を本部長とする「危機管理本部」を設立しま

した。同時に「危機管理本部」の事務局の役割や日常的に

リスクマネジメントを行っている部署、委員会に対して、指示、

指導、助言、各部署間の調整を行う部署として「危機管理室」が

設置されました。

2． 環境汚染危機管理マニュアル

リスクマネジメントを確実に実施していくためには、指揮命令

系統を明確にし、迅速な対応が取れる体制を整備するとともに

社規やマニュアルなどの文書整備も重要と考えます。2002年度

には社規として「危機管理規程」とリスク別の発生時対応マニュ

アルの作成に着手しました。環境汚染危機管理マニュアルはその

一つです。

このマニュアルでは①担当する業務のいかんを問わず、

常に環境問題の重要性を意識し、業務を遂行すること、

②業務の効率化を図ることを優先した結果、環境汚染を発生

させてはならないこと、の2点を経営の基本方針として明記して

います。そして、危機が発生した場合、以下の対応を速やかに

取るように示しています。まず第1に、リスク分析を行いリスク

レベルを特定します。第2として、統一見解を作成し、関係自治

体、地域住民、マスコミ、従業員への報告を行います。第3に

原因を徹底的に究明し、汚染を除去し、他の対応が必要な場合

にはできる限り迅速に行います。

こうした対応はすでに現場では実践されています。例えば、

YMF松川工場では、近隣の住民の方からエアーの吹き出し

音の苦情がありました。即刻、謝罪するとともに原因を究明し、

恒久対策をとりました。そして、全従業員に環境管理について

一層留意するよう徹底しています。

リスクマネジメント
 危機管理本部、危機管理室を中心にリスクマネジメントを行なっています。2002年度には危機発生時に速やかに

対応し､被害を最小限にするため危機管理に関する社規やマニュアルの作成に着手しました。環境関係では「環境

汚染危機管理」マニュアルのドラフトの作成です。なお、2002年度も環境関係の法規制違反による罰金・科料は

ありません。

3． 緊急時対応訓練

緊急時の対応訓練を年1回行っています。本社工場では

「危険物貯蔵所で作業中、近接したストックヤードの火災を発見

し、慌てて横転し意識不明になった」という事故を想定して実施

しました。その結果「指示や完了の報告が的確でない」などの

反省点が出され、今後の緊急時対応の改善策を見出すことが

できました。

4． 法の遵守状況

2002年度も環境関係の法規制違反に伴う罰金・科料はあり

ません。

緊急時対応訓練

汚染情報の入手�

報　告�

事実関係調査�

コメントの作成�

マスコミ対応�

従業員への連絡�

補　償�

環境汚染の除去�

関係自治体への報告�

地域住民への説明�

原因の究明�

危機レベル�
判定�

環境汚染危機管理の流れ
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1． 土壌・地下水汚染リスクへの対応

YOKOGAWAグループでは、過去に揮発性有機化合物

（VOC）や重金属などの使用履歴があることから、土壌や地下水

の汚染は重要な環境リスクマネジメントの対象であると認識して

います。1999年以降、YOKOGAWAグループの「土壌調査判断

基準」によって使用履歴のある国内工場の調査を自主的に

行ってきました。その結果、本社製造棟の一部解体跡地では

VOCと重金属に汚染していることが判明しました。そこで環境庁

（当時）の指針に基づき浄化作業に入り、重金属汚染については

2000年6月、VOC汚染については2001年12月に浄化を完了しま

した。その後、土壌汚染対策法（2002年5月公布、2003年2月施

行）を念頭に置いた「YOKOGAWAグループ土壌調査管理基

準」を2002年4月に制定し、土壌・地下水の調査に努めています。

2． YMF毛呂山工場跡地の汚染

2002年5月に明らかになりましたYMF毛呂山工場跡地に

おける土壌・地下水の汚染では、地域の皆様にご迷惑をおかけ

しましたことを深くお詫び申し上げます。また、その後の調査、

浄化に当たり行政をはじめ、地域の皆様、関係者の皆様に

多大なご協力をいただいたことに深謝いたします。

YMF毛呂山工場は2002年1月末に閉鎖し、2月から土壌と

地下水の汚染調査に入りました。調査の結果、最高で83mg／L

（環境基準：0．03mg／L）のトリクロロエチレンが地下水から

検出されました。本工場は1960年から83年まで部品洗浄にトリ

クロロエチレンを使用していました。汚染が判明すると同時に、

YMFの社長を責任者とする対策本部を編成し、5月18日に

近隣説明会を開催し、マスコミに発表しました。

その後は、“地域住民の健康を守ることが最優先”との観点

から跡地周辺の井戸の調査を行政とともに進め、汚染拡散防止

対策を講じました。土壌については汚染箇所の土壌を5m～12m

掘削し、敷地内に設置された「土壌処理プラント」で浄化し、

埋め戻しました。地下水については、第一段階として拡散を防止

するためにバリア井戸を設けました。そして、9月からは地下水

浄化の恒久対策として揚水井戸を設け、曝気装置や活性炭

吸着塔などで構成される「揚水浄化設備」によって浄化して

います。こうした浄化対策によって汚染土壌浄化の完了（汚染

土壌浄化
 土壌・地下水汚染は重要な環境リスクマネジメントの対象と認識しています。2002年に判明したYMF毛呂山

工場跡地の土壌・地下水汚染に際しましては、地域の皆様をはじめ行政、関係者の皆様にご迷惑をおかけしました

ことを深くお詫び申し上げます。その後の浄化作業により、土壌の浄化は完了し、地下水の汚染数値も下降して

きています。

源の除去）、地下水の引き寄せ（拡散防止）、地下水の浄化の

進行などが確認されています。地下水の浄化完了期間は約2年

を予定しています。

これまでの経過

揚水浄化設備全景

3． 土壌汚染対策法の遵守

前述のYMF毛呂山工場跡地のほか、2002年12月に閉鎖した

八王子工場跡地においてもトリクロロエチレンが検出され環境

基準値の約2～3倍に汚染されていることが判明しました。即時に

土壌の改質作業に入り、2003年4月には作業を終了しました。

YOKOGAWAグループでは2003年度末を目途に国内の生産

体制を大規模に再編します。再編にともない工場の閉鎖がある

ところに対しては、「土壌汚染対策法」を遵守し、「YOKOGAWA

グループ土壌調査管理基準」を活用し、土壌・地下水の汚染

リスクを十分にマネジメントしていきます。

20
02
年
�

20
03
年
�

一次調査�

汚染拡散防止対策�
（土壌・地下水）�

恒久対策（地下水）�

報告会�

現在に至る�

揚水井戸 43本�
浄化設備増設�

バリア井戸 6本� 掘削・浄化 1ヶ所�

行政報告（町・県）�

掘削・浄化 2ヶ所�

近隣説明会�三次調査�

2月�

（当初）�

（変更追加）�

随時�

6月10日 終了�

6月20日 着手�

9月20日 着手� 地下水浄化モニタリング�

地下水浄化モニタリング 継続�
2月22日 開催�

5月18日 開催�
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環境会計

1． 2002年度の環境会計

YOKOGAWAグループの2002年度の環境会計は下記の表の

通りです。集計範囲は横河レンタ・リースが除かれ、YMF青梅

工場、安藤電気が加わり、2001年度の18サイトから19サイトに

拡大しました。

環境保全コスト中の費用は前年比21．4％減ですが、その最大

要因は経済環境の変化の中で2002年度は管理部門よりも現業

部門を強化したためです。事業エリア内の保全コストも8．9％

減少していますが、これは事業活動に起因する環境保全対策が

浸透したことによります。今後はより効果の大きい環境保全に

取組みます。投資は342百万円と大幅な増額となっていますが、

これはYMF毛呂山工場跡地や八王子工場の土壌汚染の調査、

対策費です。YOKOGAWAグループでは、2000年度よりこれらの

コスト中、効果が長期間に及ぶ資金投入については投資としてい

ます。なお、その経済効果については当該年度のみ計上しています。

こうした環境保全コストの投入によって環境保全効果として

環境負荷指標5368EPを削減（昨年比11％増）することができ

 2002年度は海外を含む19サイトを対象に環境会計をまとめました。環境保全コスト中の費用は、基本的な対策が

浸透したことなどから多少減少しましたが、投資は土壌汚染調査、対策により大幅の増額となりました。環境保全

効果は紙資源や廃棄物の削減、環境調和型製品の製造時の材料の削減や使用時のCO2排出量の削減などが

大きく寄与し、環境負荷指標5368EPの削減ができました。また、経済効果においても環境調和型製品の材料

削減が大きく寄与しています。

ました。また、経済効果としては1847百万円を計上できました。

中でも「環境調和型製品開発による材料費削減」が昨年比約

2倍となりましたが、これはこの間推進してきた「環境適合設計」

の基準やガイドラインが定着し結実した結果と考えます。

2． 環境経営指標

YOKOGAWAグループでは経済活動と環境保全活動を統合

し、環境経営を進めていくために以下の指標を設定しています。

（1）環境改善効率＝削減EP／環境保全費用

2002年度： 6.1＝5368EP／880百万円

（2）環境経済効率＝経済効果／環境保全費用

2002年度： 2.1＝1847百万円／880百万円

これらの経年変化は以下の通りです。

年 　 度 �

サ イ ト 数 �

環境改善効率�

環境経済効率�

2000年�

16サイト�

3.7�

0.93

2001年�

１8サイト�

4.3�

1.07

2002年�

１9サイト�

6.1�

2.1

（注）それぞれ、大きい方が環境経営のレベルが向上したと判断できます。

18

21

4

43

0

0

0

0

342

385

206

96

159

461

2

344

17

55

1

880

(1)-1 公害防止コスト� 有害物質代替洗浄�
大気・水質・土壌汚染防止�

省エネ（省エネビル・設置�
コジェネレーション、太陽光発電等）�
HCFC代替洗浄�

合計�

土壌汚染調査・対策�

自然保護・緑化推進�
地域社会活動、情報開示�

環境調和型製品開発�
鉛フリーはんだ付け開発�
有害物質代替洗浄開発�

EMS構築・運用�
環境教育�

グリーン調達�

小計�

紙資源削減 （電子化）�
循環資源化拡大�
廃棄物削減・処理�

内
訳�
(1) 生産・サービス活動による事業エリア内で生じる環境負荷を抑制するための環境保全コスト�

(2) 生産・サービス活動に伴って事業エリアの上流又は下流で生じる�
 環境負荷を抑制するためのコスト�

(3) 管理活動における環境保全コスト�

(4) 研究開発活動における環境保全コスト�

(5) 社会活動における環境保全コスト�

(6) 環境損傷に対応するコスト�

(1)-2 地球環境保全コスト�

(1)-3 資源環境保全コスト�

13,427

25,157

当該期間の設備投資額の総額�

当該期間の研究開発費の総額�

環境を含む全設備投資額�

環境を含む全研究開発費用�
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3． 環境会計の算定基準

YOKOGAWAグループの環境会計の算定基準は、原則として、

環境庁「環境会計ガイドライン（2002年版）」に準拠していま

すが、以下の点が補足事項として挙げられます。

（1）環境保全コスト

設備投資の各期の減価償却費の算定方法は、投資の効果が

及ぶ期間にわたる残存価格ゼロの毎期均等償却とします。また、

計上期間は投資の効果が及ぶ期間にかかわらず、投資実施

年度から5年間を上限とします。

（2）環境保全効果

①環境保全活動の結果、環境負荷の抑制または回避された

物理量を対象とし、原則として環境保全対策が実施され

なかった場合と比較して実際削減された量を計上します。

ただしこれが困難な場合には、基準年度と比較した実際

削減量を計上します。

②設備投資に伴う環境保全効果の計上期間は減価償却費

の計上期間に対応させるために、投資実施年度から

5年間を上限とします。

③環境調和型製品の環境保全効果の計上に関しては、

製品のLCA評価結果によると、使用時のCO2排出量の

改善効果が従来品と比べて圧倒的に高いことから、製品

の生涯使用時のCO2排出削減量等を計上します。

④環境保全効果は原則として各環境負荷の物量単位で

表すこととし、さらに前述した環境負荷指標（EP）の削減

量を示します。

（3）環境保全対策に伴う経済効果

①環境保全活動の結果、実際に得られた収入額、実際に

削減された支出額、及び回避された環境リスクの評価額

を対象とします。

②設備投資による支出削減額の計上は、減価償却費の計上

期間に対応させるために、投資実施年度から5年間とします。

③設備投資以外の環境保全対策による支出削減額は、

原則として環境保全対策を実施しなかった場合と比較

した実際の削減額とし、計上期間は原則として対策実施

の1年間とします。

218

217

91

526

2

1,319

1,847

885＊1�
91＊2�
343＊3�

環境負荷指標 ： 5,368EP削減�

40.1tonトリクロロエチレン、テトラクロロエチレン等削減�

4,146ton（電力12,317ＭWh等）��
6.0ton HCFC等削減�

353ton紙資源削減��
1,410ton廃棄物削減（循環資源化等）�

環境負荷指標 ： 5,368EP削減�

9,585ton（環境調和型製品の生涯使用換算）��
10ton梱包材削減�

581ton（環境調和型製品の製造時の材料節約）��
��
�

有害物質削減、リスク回避による費用削減�

省エネ・HCFC削減等による費用削減�

紙・水・廃棄物量削減等による費用削減�
有価物売却益�

梱包材リユース等による費用削減�

環境調和型製品開発による材料費削減�
および研究開発効果�
教育効果および教育費用削減�
リスク回避による費用削減、等�

・ 環境調和型製品の省資源によるCO2排出量削減�
・ 社会活動�
・ 地域活動�

合計�

小計�

小計�

合計�

内
訳�

・ 環境調和型製品の省電力によるCO2排出量削減�
・ 梱包改善�

・ 紙資源削減�
・ 廃棄物削減�
・ 循環資源化拡大�

・ 省エネによるCO2排出量削減�
・ フロン類削減�

・ 有害物質削減�
・ 環境汚染物質抑制�

(1) 事業エリア内で生じる環境保全効果�

(3) その他の環境保全効果�

(2) 上・下流で生じる環境保全効果�

20,944 （9.2％）�

226,816

環境ビジネス製品売上高�

当該期間の売上高の総額�

環境ビジネス製品（水質浄化・大気保全・廃棄物処理等）、など、もっぱら社会的な環境負荷低減に寄与する製品・システムの当期売上高�

環境を含む全売上高�

＊１ 環境調和型製品の省資源効果として、従来品と開発製品の材料費差額×年換算販売台数としました。また、研究開発投資の付加価値として、開発費相当額を計上しました。
＊２ 環境教育投資の付加価値として、教育費相当額および外部講習・コンサルタント料削減額を計上しました。
＊３ 遵法・環境リスク回避効果として客観的に算定が不可能な場合は、監視測定費・設備投資の減価償却費相当額としました。


